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農業振興地域の開発行為
許可申請書類の提出期限

　

広
報
し
べ
ち
ゃ
２
月
号
で
お
知

ら
せ
し
て
い
ま
す
が
、
農
業
委
員

会
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正

に
よ
り
、
農
業
委
員
の
選
出
方
法

は
、
農
業
者
な
ど
に
よ
る
推
薦
者

と
一
般
応
募
者
の
中
か
ら
、
町
長

が
町
議
会
の
同
意
を
得
て
任
命
す

る
方
法
に
変
わ
り
ま
し
た
。

　

改
正
法
に
基
づ
く
農
業
委
員
会

が
７
月
20
日
に
発
足
す
る
こ
と
か

ら
、
次
の
と
お
り
農
業
委
員
の
募

集
を
行
い
ま
す
。

■
募
集
期
間

　

�

３
月
１
日(

水)

〜
31
日(

金)

（
郵
送
の
場
合
は
必
着
）

■
主
な
職
務
内
容

・�

農
地
の
権
利
移
動
や
転
用
許
可

な
ど
の
審
議
・
決
定
、
こ
れ
ら

に
関
す
る
現
地
調
査

・�

担
い
手
へ
の
農
地
の
集
積
・
集

約
化
、
耕
作
放
棄
地
の
発
生
防

止
・
解
消
、
新
規
参
入
の
促
進

な
ど
に
伴
う
現
地
調
査
・
指

導
・
監
視
業
務
な
ど

・�

農
家
か
ら
の
相
談
対
応
、
農
家

へ
の
助
言
・
指
導

■
募
集
人
数

　

16
人

※�
原
則
と
し
て
過
半
数
を
認
定
農

業
者
で
占
め
る
こ
と
が
法
で
定

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

�

■
任
期

　

�

平
成
29
年
７
月
20
日
〜
平
成
32

年
７
月
19
日
（
３
年
間
）

■
身
分

　

�

標
茶
町
特
別
職
の
非
常
勤
職
員

■
報
酬

　
月
額
５
万
円

■
対
象
者

�　

�

農
業
に
関
す
る
識
見
を
有
し
、

農
地
な
ど
の
利
用
の
最
適
化
の

推
進
に
関
す
る
事
項
そ
の
他
の

農
業
委
員
会
の
所
掌
に
属
す
る

事
項
に
関
し
、
そ
の
職
務
を
適

切
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
方

�

■
資
格
要
件

�　

�

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合

は
推
薦
・
応
募
が
で
き
ま
せ
ん
。

・�

破
産
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け

て
復
権
を
得
な
い
方

・�

禁
固
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、

そ
の
執
行
を
終
わ
る
ま
で
ま
た

は
そ
の
執
行
を
受
け
る
こ
と
が

な
く
な
る
ま
で
の
方

■
推
薦
・
応
募
の
方
法

　

�

３
人
以
上
の
個
人
ま
た
は
団
体

に
よ
る
推
薦
か
、
個
人
に
よ
る

応
募
と
し
ま
す
。
規
定
の
様
式

に
必
要
事
項
を
記
入
し
、
推
薦

を
受
け
る
方
ま
た
は
応
募
者
の

住
民
票
（
本
籍
の
記
載
が
あ
り

発
行
後
３
カ
月
以
内
の
も
の
）

を
添
え
て
、
持
参
ま
た
は
郵
送

で
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
様
式

は
左
記
係
で
配
布
し
て
い
る
ほ

か
、
町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（
ア
ド

レ
ス
は
26
ペ
ー
ジ
参
照
）
か
ら

も
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
可
能
で
す
。

�

■
選
任
方
法

　

�

標
茶
町
農
業
委
員
候
補
者
評
価

委
員
会
が
候
補
者
の
評
価
を
行

い
、町
長
に
報
告
し
ま
す
。（
面

接
を
行
う
場
合
が
あ
り
ま
す
）

町
長
は
同
委
員
会
の
評
価
を
参

考
に
農
業
委
員
候
補
者
を
選
定

し
、
町
議
会
の
同
意
を
得
た
上

で
任
命
し
ま
す
。
な
お
、
選
任

結
果
は
被
推
薦
者
お
よ
び
応
募

者
に
文
書
で
通
知
し
ま
す
。

�

■
情
報
の
公
表

　

�

被
推
薦
者
お
よ
び
応
募
者
の
氏

名
、
職
業
、
年
齢
、
性
別
な
ど
は
、

募
集
期
間
の
中
間
と
終
了
後
に

町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
し
ま
す
。

■
提
出
先
・
問
い
合
わ
せ

　

�

農
業
委
員
会
振
興
係
（
⑰
番
窓

口
☎
４
８
５
︱
２
１
１
１
内
線

１
７
１
）

農学ゼミナール

塾生を募集します
　平成29年度の許可申請書類の提出期限が決定しましたの
でお知らせします。
　農業振興地域の整備に関する法律により、農振農用地区
域内で開発行為（農業用
施設などの建築、土石や
火山灰の採取など）を行
う場合は、事前に許可を
受けなければなりません。
　通常は北海道農業会議
常任会議員会議の後に許
可が下りますが、ほかの
法令（砂利採取法、農地
法など）との関係により
長引くこともありますの
で、十分に余裕をもって
提出してください。
■問い合わせ／役場農林課農業企画係（⑰番窓口☎485-2111内線242）

役場への
提出期限

北海道農業会議
常任会議員会議

H29.４.３ H29.４.25
H29.４.26 H29.５.19
H29.６.２ H29.６.23
H29.６.26 H29.７.18
H29.８.４ H29.８.25
H29.９.４ H29.９.25
H29.10.２ H29.10.25
H29.11.２ H29.11.24
H29.11.27 H29.12.19
H30.１.29 H30.２.19
H30.２.26 H30.３.20

農
業
委
員
の

募
集
を
行
い
ま
す

　本町では、将来を担
う農業後継者の育成を
目的とした「農学ゼミ
ナール」の新年度塾生
を募集します。地元で
勉強会を行う集合学習
や道内各地への視察学習、ゼミ生の親睦を目
的とした自治会活動を行っています。
　基礎的な農業知識の習得、地域を越えた仲
間づくりのため、どんどんご参加ください。
■対象／本町に住む就農（予定）者
■学習期間／２年間
■費用／原則無料
■応募締切／３月31日㈮
■問い合わせ／役場農林課農業企画係
　（⑰番窓口☎485-2111内線243）
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標茶町農業経営継承事業

農業経営を譲りたい人、
農業経営を受け継ぎたい人募集中

　本町では、農業経営を意欲のある人材に引き継ぐ標茶町農業経営継承事業を実施し、関係機関が一丸となって
継承までのサポートを行っています。
　事業では資産の評価や継承について、標茶町担い手育成協議会（町・ＪＡしべちゃ・農業改良普及センター・
農業委員会・ＮＯＳＡＩ）と指導農業士会が連携してコーディネートを行います。譲りたい人、受け継ぎたい人
の条件が一致したら、両者と標茶町担い手育成協議会で面談・面接を行い、両者の合意が成立したら、合意書を
交わした上で継承に向けて事業開始となります。

※詳しくは、町ホームページ（アドレスは26ページ参照）に掲載しています。
■問い合わせ／
・役場農林課農業企画係（⑰番窓口☎485-2111内線242）・ＪＡしべちゃ営農部農業振興課（☎485-2125）

事業の流れ
①まずは登録申請を
　新規就農希望者など意欲ある人材に経営資産を引き継いでも良いという方（移譲希望者）、移譲希望者の
経営を受け継いで農業経営を始めてみたいという方（就農希望者）は、事前に登録申請してください。

②審査による登録決定など
　申請書受理後、関係機関による審査会で登録・受け入れの可否を決定します。

③マッチング・面談
　就農希望者の希望条件に合う移譲希望者とのマッチングを行い、移譲希望者・就農希望者・関係機関で面
談などを行います。

④継承に向け事業スタート
　面談などにより両者の合意が成立すると、経営継承事業が始まります。事業開始前には合意書を取り交わ
し、両者間でトラブルなどが起きないよう、関係機関がコーディネートやサポートを行います。

⑤合意書の締結
　合意書には移譲予定年度、継承資産の額、継承の方法などを明記します。この際、第三者による資産評価
も行い、お互いが納得できる内容となるよう協議します。合意書を取り交わした後から研修開始となり、同
時に継承への準備も進めていきます。移譲希望者には、研修期間中に指導謝金が支給されます。

⑥実習の開始
　研修・実習期間の年数は就農希望者の実績により決定しますが、経営継承先となる農家で１年以上研修して
共同作業をすることを勧めています。研修実績が無い就農希望者の場合、１年目は指導農業士などの農家で実
習し、２年目に移譲予定農家での研修とすることもあります。

⑦経営継承
　研修により就農希望者の技術力・経営力が整い、合意書に基づく移譲を行う準備ができたら経営を継承しま
す。この際、各種制度の活用や資金対応などの情報提供、就農後の経営安定に向けたサポートが行われます。

農林業コーナー


